別紙様式
番　　　　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　             平成　　年　月　　日
厚生労働省社会・援護局総務課長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　都道府県知事  　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村長　　　　　　　印　　　　　　　　　　　　　　　           　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    公益法人等関係団体の長 　　　　　 　印
平成２１年度社会福祉推進事業の国庫補助協議について
標記について、関係書類を添えて協議する。
１　協　議　額　　　　　金　　　　　　　　　千円
２　平成２１年度社会福祉推進事業国庫補助協議額調書（別紙１）
３　平成２１年度社会福祉推進事業実施計画書及び国庫補助協議額内訳書（別紙２）
４　年間事業計画表（別紙３）
５　添付書類
・平成２１年度歳入・歳出（収入支出）予算（見込）書抄本

予算書には当該事業に係る経費である旨を関係部分に付記すること　　　　　　　　　　　　　　

・公益法人等においては、定款、寄付行為又はこれらに相当する書類及び役員名簿
・その他（事業内容について参考となる資料）

（「別紙様式」記入上の留意事項）

（１）「番　号」

　・　貴団体の文書発出番号を取られる場合→「番号」を削除し、文書発出番号を記入してください。
　・　文書発出番号を取られない場合→「番号」を削除し、空欄としてください。

（２）「年　月　日」

　　・　本国庫補助協議書を提出する日を記入してください。

（３）「団体名」

　　・　貴団体の名称及び代表者の記入並びに貴団体の代表印を押印してください。
　　　　代表者名には、氏名の前に必ず役職名の記載をお願いします。代表者に特段の　　役職名がない場合でも氏名の前に「代表」と記載してください。

（４）「１．協議額」

　　・　協議申請する金額（単位：千円）を記入してください。

（５）「５」添付書類
　　・　表記の書類を添付してください。

　　・　表記の書類がない場合でもそれに代わる書類を添付してください。

　　　　例：団体として「歳出・歳入(収入支出)予算(見込)書抄本」を作成していない場合

　　　　　　→直近の「決算報告書」を添付

　　　　　　　　なお、その場合、当該決算報告書には、本補助金が採択された場合に　　補助金が決算書類（収入、支出とも）のどこに反映されるのか、分かる　　　ようにしてください。

（６）「担当者」

　　・　今回の協議申請に関して、当方からの連絡及び照会（申請書の修正、差し替え　　　及び追加提出等含む。）の第一義的な窓口となる方の所属（役職名含む）、氏名、電話番号、FAX番号、E-mailアドレス、通知等送付先住所を記入してください。

　　　「通知等送付先住所」について

　　　　　当方から通知等を送付するときの送り先住所です。確実に担当者の方の手元に届く住所を記載願います。（ビルの階数や部署名等まで詳細に。）
　　　　なお、人事異動や引越等により、「担当者」欄記載事項に変更が生じた場合には、速やかにご連絡願います

別紙１

平成２１年度社会福祉推進事業国庫補助協議額調書

　　　　　　　　　　　地方公共団体名又は団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	対象分野
	選択

テーマ
	事業名
	事　業　概　要
	国庫補助協議額

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　　　　　　計（　　　件）
	


(注)１「対象分野」欄には、対象事業のＡ～Ｄのいずれかを、「選択テーマ」欄には、対象事業の５つの視点（①～⑤）のいずれを選択したのかを記入すること。

２「事業概要」欄には実施する事業の目的・内容を簡潔に記入すること。
別紙２
平成２１年度社会福祉推進事業
実施計画書及び国庫補助協議額内訳書
１．実施計画書
	地方公共団体名又は団体名
	代　表　者　名

	
	


	対象分野

（いずれか○囲みすること）
	A　　地域福祉の推進に関すること

B　　福祉基盤の確保に関すること

C　　低所得者対策に関すること

D　　その他福祉施策に関すること

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	選択テーマ

番号
	


	①　事　　　業　　　名
	

	②　事業概要
	

	③　国庫補助協議額
	千円

	④　事業実施予定期間
	平成　　年　　月　　日　　から　平成　　年　　月　　日

	⑤　事業実施予定場所
	

	⑥　事業内容
	

	⑦　事業の効果
及び活用方法
	

	⑧　事業の実施状況、　　事業成果の公表方法について
	

	⑨　平成21年度における

　　他の補助金等への

　　申請状況


	


(注) 調査事業を計画している場合については、別添「調査事業計画書」を添付すること。
 (「別紙２　１．事業計画書」記入上の留意事項)
（１）事業毎に別葉としてください。

（２）調査事業を計画している場合には必ず別添の「調査事業計画書」作成・添付してください。
（３）「対象分野」及び「選択テーマ番号」

　　　「対象分野」については、事業目的の分野について該当するものをＡ～Ｄのいずれ

　　　か該当するものを○囲みしてください。なお、Ｄに○をつけた場合には、どのような福祉施策に関連しているのか（　）内に記入してください。
　　　「選択テーマ番号」については、対象事業の５つの視点(①～⑤)のいずれか該当するものを記入してください。
（４）各項目の留意事項は次のようになります。

	項　　　　目
	留　　意　　事　　項

	①事業名
	・具体的な事業名を記入してください。

（別紙１の事業名と合わせること。）

	②事業概要
	・実施する事業の目的・内容を２５０字以内で的確かつ　　簡潔に記入してください。

	③国庫補助協議額
	・別紙１の「国庫補助協議額」欄の当該事業の金額及び
　別紙２の「２．国庫補助協議額内訳書」の「国庫補助協議額」と同額になっているか必ず確認してください。

	④事業実施予定期間
	・必ず平成２１年度（平成２１年４月１日～平成２２年　　３月３１日）中に完了する必要があります。

	⑤事業実施予定場所


	・複数ある場合には、全て記入してください。

	⑥事業内容
	・実施する事業の具体的な計画や方法等を詳細に記載してください。なお、事業の実施にあたって参考となる資料があれば添付してください。

	⑦事業の効果及び活用方法


	・当該事業の成果が２１世紀にふさわしい福祉社会の構築や公的扶助制度等の適正な運営に、どのように期待できるのか具体的に記入してください。
　　また、当該事業の成果がどのように活用できるのか、具体的に記入してください。

	⑧事業の実施状況、事業の

　成果の公表方法について


	・事業の実施状況、成果等をどの時期にどのように公表するのか（ホームページ等）を記入してください。



	⑨平成２１年度における

　他の補助金への申請状況


	・団体として、本補助事業以外の補助事業へ申請している場合には、申請先団体名、申請先団体における補助事業名及び補助要求額を記入してください。

　なお、本補助事業へ協議申請している事業と同じ事業を他の補助事業へ申請している場合も含みます。




別　添
調　　査　　事　　業　　計　　画　　書

	地方公共団体名又は団体名
	代　表　者　名

	
	


	　調　　査　　名
	

	調
査
対
象
	調査対象地区等
	

	
	調査対象者等
	

	
	悉皆・抽出の別
	（悉皆・抽出）　※抽出の場合は抽出方法

	
	調査方法
	（聞き取り、郵送等の方法を具体的に記入）


	
	調査客体数
	

	  調　査　内　容
	（主要調査事項及び内容）

	調　査　時　期
	

	　調査結果の主要
　集計項目
	

	　
　その他参考事項
	


　（注）１．調査事業毎に別葉としてください。

　　　　２．「調査内容」、「調査結果の主要集計項目」は詳細に記載してください。

　　　　　　　　　　
２．国庫補助協議額内訳書

	地方公共団体名又は団体名
	代　表　者　名

	
	


	経費区分
	対象経費の
支出予定額
	積　　　　算　　　　内　　　　訳

	
	円


	（単価、員数、回数等を詳細に記入すること。）
（必要に応じ、内訳を別紙で添付すること。）



	合　　　計
	円
	（国庫補助協議額　　　　　　　千円）


　　
（注）１　「経費区分」欄は、「平成２１年度社会福祉推進事業国庫補助協議要領」第４の「（３）補助対象経費」により記入すること。（「補助対象経費」に記載されていない経費については補助対象外となりますので十分注意してください。）
　　　２　国庫補助協議額に１，０００円未満の端数が生じた場合にはこれを切り捨てること。
 [記入例]

２．国庫補助協議額内訳書
	地方公共団体又は団体名

	　○○○○○○


	経費区分
	対象経費の
支出予定額
	積　　　　算　　　　内　　　　訳

	報酬

賃金

諸謝金
旅費

消耗品費

会議費

印刷製本費

雑役務費

通信運搬費

委託料
使用料及び賃借料


	円

***,***　
***,***　

***,***　

***,***　

*,***,***　

***,***　

***,***　

***,***　

***,***　

*,***,***　

***,***　


	「○○事業検討委員会」委員手当

委員長　25,100円×４回＝100,400円

　　　委  員 21,700円×４回×５人＝434,000円
ワーキングチーム（医師）賃金　　　13,570円×１人×10日＝135,700円

施設統計調査員賃金　　　　　　　　 8,020円×３人×20日＝481,200円

事務局職員雇上賃金　　　 　　　　　5,320円×１人×60日＝319,200円

シンポジウムパネリスト謝金　　　　   8,300円×３人×１回＝24,900円
原稿執筆謝金　        　　　   　  　　　2,500円×15枚＝37,500円
○○調査旅費　　　　Ａ市－Ｂ町　80,500円×２回×２人＝322,000円

　　　　　　　　　　　　　近郊旅費　  1,000円×15回×１人＝5,000円
○○研究委員会出席旅費　　　　　24,100円×１人×４回＝96,400円
アンケート用紙送付用封筒購入費　　　20円×500枚×1.05＝10,500円
調査様式配布用CD-R購入費

　　500円（10枚入り）×５パック×1.05＝2,625円

事務局消耗品一式　　10,000円

事業企画会議　　　300円×８人×７回＝16,800円
アンケート票印刷費　　15円×６頁×1800部×1.05＝170,100円
報告書印刷費　　　　 450円×200冊×1.05＝94,500円
データ入力外注　　　　　 　　　 　　315,000円
業務マニュアル一式梱包業務　　 　52,500円
調査票郵送費　　　　270円×700か所＝189,000円
施設訪問調査事業委託　　　　472,500円

自治体データ収集業務委託　  63,000円
住民向け講演会会場借上代　　200,000円×１日×1.05＝210,000円
分科会会場借上代　　　30,000円×４部屋×５回×1.05＝630,000円


	合　　　計
	*,***,***円
	（国庫補助協議額　　＊＊＊，＊＊＊千円）


別紙３　

年間事業計画表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　都道府県又は団体名

	
	　

事　業　実　施　内　容

	平成２１年４月

　　　　　５月

　　　　　６月

　　　　　７月

　　　　　８月

　　　　　９月

　　　　１０月

　　　　１１月

　　　　１２月

平成２２年１月

　　　　　２月

　　　　　３月
	


［記入例］
別紙３　

年間事業計画表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　都道府県又は団体名　○○○○○○
	
	　

事　業　実　施　内　容

	平成２１年４月

　　　　　５月

　　　　　６月

　　　　　７月

　　　　　８月

　　　　　９月

　　　　１０月

　　　　１１月

　　　　１２月

平成２２年１月

　　　　　２月

　　　　　３月
	●第１回検討委員会

　　　　　　　　　　●アンケート調査の実施

●第２回検討委員会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●モデル事業の実施


●第３回検討委員会
　　　　　　　　　　●アンケート調査の実施

　　　　　　　　　　●報告書の作成


●第４回検討委員会

　　　　　　　　　　●報告書の配布　　●厚労省への実績報告


担当者


　所属　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　TEL　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　FAX　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　E-mail　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　通知等送付先住所　〒　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　








